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市場コンサルティング

投資プロジェクトの機会

新首都ヌサンタラの開発をサポ
ートするため
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Rp466 兆
(31兆600億米ドル)

国の予算

その他

• 支出と財政
• 税外収入
• 国債
• 資産の活用

• 民間セクター
• 官民パートナーシップ；
• その他の関係者の参加：事業体、
国営企業、または創造的な資金調達
／融資

• ヌサンタラにおける特別税と賦課金。

• 国家宮殿と軍事戦略ビルの建設
• 土地の取得とアクセスを含む基本インフラ
• 外交官用施設
• 文化公園を含む緑地帯
• 公務員の住宅

官民パート
ナーシップ

民間セクタ
ー/ SOEs

国の予算

• 国家予算以外の基本インフラと公共施設
• 国家予算以外の公務員の住宅
• 国会議事堂およびその他の関係議員のための建物
• コネクティビティの改善（道路、高速道路、港湾、空港）
• 博物館、教育・保健施設

• 公営住宅
• 大学および私立教育施設
• サイエンス・テクノパーク
• 民間医療施設
• ショッピングモール
• 会議、インセンティブ、コンベンション、展示会（MICE）

19%

81%

ヌサンタラ資金調達スキーム フェーズ I (2021-2024)
RPJMN 2020-2024に基づく
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• 2023年3月6日に公布された「ヌサンタラにおける民間セクターのビジネス・ライセン
ス、ビジネスのしやすさ、投資に関するインセンティブに関する2023年政府規則第
12号」は、「インドネシアの新首都に関する2022年法律第3号」に定められた実施規
則です。

• 2023年政府規則第12号は7章からなり、73の記事が掲載されています:

a. 総則
b. 営業許可
c. ビジネスのしやすさ
d. 投資インセンティブ
e. モニタリング
f. 評価
g. その他
財務省や首都当局などの省庁や機関は現在、2023 年 12 月規則で義務付けられ
ている、事業許可、事業のやりやすさ、および/または投資インセンティブの手順の
詳細を規制する施行規則を策定中です。

2023年政府規則第12号
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IKNの開発をサポートする12の持続可能な投資プロジェクト

天然資源
3 件

~1億8,683万米ドル
(IDR 2,88 兆)

製造業
3 件

~2,810億米ドル
(IDR43,23兆)

サービス&経済特区
3 件

~2億3,780万米ドル以上
(IDR 3,66 兆)

インフラ
3 件

~1億4,546万米ドル
(IDR 2,24 兆)

regionalinvestment.bkpm.go.id


空間ベースのプロジェクト情報は、以下のサイトで入
手可能

Source: Ministry of Investment/BKPM, 2023

4つの分野を対象としており、総額は33億8000万米ドル以上

https://regionalinvestment.bkpm.go.id/pir/peluang-investasi/


IKNをサポーtーする2023年の地域投資ポテンシャル
（プレ・フィージビリティ・スタディ）

Source: Ministry of Investment/BKPM, 2023

分野 No プロジェクト 所在地

天然資源

1 総合型養鶏場 東カリマンタン州

2 総合園芸場 東カリマンタン州

3 統合エビ養殖場 東カリマンタン州

製造業

4 脂肪アミン産業 東カリマンタン州

5 錫の川下産業 東ジャワ州

6 ボーキサイトの川下産業 西カリマンタン州

サービス&経済特区

7 ブルミヌン工業団地 東カリマンタン州

8 ホテル＆MICE 東カリマンタン州

9 不動産 東カリマンタン州

インフラ

10 総合物流と倉庫管理 東カリマンタン州

11 水処理インフラ 東カリマンタン州

12 廃棄物管理インフラ 東カリマンタン州
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市場コンサルティングの目的

Source: Ministry of Investment/BKPM, 2023

投資省/BKPMは、投資家のプロモーション段階から、ライセンスサービス、ファイナンシャ
ルクローズ、生産段階に至るまで、エンドツーエンドで投資家をサポートします。

プロジェクトの潜在的可能性を市場
や投資家に知らせるため

プロジェクトへの市場の意向と関心
を確かめるため

市場コンサルティングの参加者と、
最新の展開に関するコミュニケーシ
ョンを維持するため

1

2

4

市場／ポテンシャルな投資家から
のフィードバックを得るため3

6
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2020 - 2024

2025 - 2035 2045 - Future

初期移転
• 基礎インフラの完成と運用
• 政府行政センター（KIPP）に
おける重要インフラの建設

• 政府関係者の移転
• 優先経済分野

東カリマンタンの開発を加速させるため、3都
市（バリクパパン、サマリンダ、ヌサンタラ）
のインフラ全体とエコシステムを構築

• 都市間および都市内のコネクティビティ
の向上と達成

• インドネシア内における優先分野を直接
投資先としてランク1位に

• ASEANにおけるグローバル人材の投資
先トップ5

• 持続可能な公共事業ネットワークの開発
• イノベーション開発と人材育成の中心地

みんなのための世界クラスの都市にな
ること

• 競争力と幸福感で世界をリードする
都市

• 世界で最も住みやすい都市トップ10

• ネット・ゼロ・エミッションの達成
• 再生可能エネルギー100％を達成し
た人口100万人以上の世界初の都市

IKNを強力なコアエリアとして発展
させる

• 政府移転の完了
• 優先分野の開発
• 優先経済部門に対するインセン
ティブの実施

• ヌサンタラにおける持続可能な
開発目標（SDGs）の達成

2035 - 2045

ヌサンタラ移転の長期計画

2023年11月3日までのインフラ
総進捗率
54.38%

Source: Deputy for Facilities and Infrastructures, 

Nusantara Capital City Authority, 2023

Source: Bappenas, 2023
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新首都「IKN」への投資に対するインセンティブ IKN への投資家
に対して、より大きくより良いインセンティブを提供

財政インセンティブ

タックス・ホリデー
▪ 事業分野に対する免税（10～30年）、インフラ、公共

サービス、経済効果、その他分野が対象
▪ 本社・地域事務所の新設・移転に対する免税（10年

間）

金融センターに対する法人税の免除

研究開発、教育活動、公共スペース開発（非営利）に対す
るスーパー控除税額

個人所得税の免除(PPh 21 and Final)

贅沢品に対する付加価値税・売上税の免除

輸入免税

土地・建物売却所得税の免除

中小企業向けインセンティブ （所得税）

特定の事業活動を行う中小企業に対する法人税0％

非財政インセンティブ

土地所有権
• 耕作権（"HGU"）：95年間与えられ、最長95年間延長可能。
• 建築権（"HGB"）：80年間与えられ、最大80年間延長可能。
• 使用権（「Hak Pakai」）：80年間与えられ、最大80年間延長
可能。

外国人労働者
• 外国人労働者許可は10年間有効で、雇用主と外国人労働者の
合意に基づき延長可能。

• 外国人労働者利用補償基金の免除（DPTKA）*。
• 建築許可とSLFの手数料はRp. 0

政府保証
• 政府のオフテーカー契約
• 政府クレジット保証
• インドネシアSWFとの共同投資スキーム

Source: Government Regulation No.12 Year 2023
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Medium Low (MR)

NIB + Standard Certificate 

(SS)

Medium High (MT)

NIB + Verified SS

High (T)

NIB + License (+ SS)

Low (R)

NIB

ビジネスライセンス
リスクベースのアプローチ

民間セクタ
ー口座 環境承認 **

建築確認と適切な機能の証
明書 ***

空間利用 *

基本要件

パスポート - MoLHR

企業設立証書-MoLHR

デジタル空間地図–

MoSP

身元確認 - MoHA

バリデーション

タックス・ホリデー

輸入税免除

スーパー税額控除

インセンティブ

1

2

3

4

5

首都当局のための特別権限
(Law No.3/2022)

※
*) ヌサンタラ・デジタル空間利用の促進

**) 環境影響評価（EIA）が必要なビジネスは、ヌサンタラ・インダストリアルのEIAを利用します。
***) 建設プロセスは、建築確認および適正機能証明書のプロセスと同時に行われます。

オンライン・シングル・サブミッション（OSS）システム


